
2003 年，長崎市近郊で医師の相互協力（診

診・病診連携，グループ診療）により在宅医療の

受け皿となるシステムを構築した。その結果，

個々の開業医の負担が軽減され，病院・患者側は

安心して訪問診療を依頼できるようになった。

2006 年 4 月，在宅療養支援診療所が新設され，

在宅医療推進のカギとして注目されている。ま

た，2007年 4月に施行されたがん対策基本法の

第 16条には，「がん患者の状況に応じて疼痛等の

緩和を目的とする医療が早期から適切に行われる

ようにすること，居宅においてがん患者に対しが

ん医療を提供するための連携協力体制を確保する

こと」が挙げられている。

このような医療・社会状況のなかで，本稿にお

いて，長崎における在宅療養支援診療所の連携ネ

ットワークである「長崎在宅 Dr.ネット」と，が

ん診療連携拠点病院緩和ケアチーム，ホスピス・

緩和ケア病棟とのがん緩和ケア連携の取り組みを

紹介する。

2003年 3月，病診連携，診診連携を推進する

組織として「長崎在宅 Dr.（ドクター）ネット」

が発足した 1～ 3）。最大の特徴は，ひとりの在宅患

者さんに対して，主治医と副主治医の複数の担当

医師を決めることである。主治医が学会や旅行で

不在の際に副主治医がかけつけることができる。

在宅療養支援診療所の要件である 24時間対応の

実現はもとより，主治医・副主治医で異なる専門

分野をカバーできる利点もある。

長崎在宅 Dr.ネット

はじめに
自宅療養を希望する入院患者さんの主治医が見

つからない場合に，事務局が窓口となり病院側・

患者さんにメンバーのなかから在宅主治医，副主

治医を紹介する。具体的には，個人情報を考慮し

て疾患，居住地等の情報を地区別のコーディネー

ターを通してメーリングリストでメンバーに周知

し，手上げ方式で主治医，副主治医を決定する

（図 1）。

また，尾道方式ほど徹底してはいないが，重症

や医療処置の多い症例，社会的な問題を包含する

ような症例では退院前カンファランスをできるか

ぎり実施し，主治医，副主治医が揃って参加して

情報を共有することを心がけている。

Dr.ネットには，皮膚科，眼科，精神科，形成

外科，脳外科など専門性の高い診療科の医師も参

加し，医学的助言や必要に応じて往診を行ってい

る。通常は実現が困難だと思われる精神科医師の

往診の実績もある。さらに，市内の病院の医師も

「病院医師」として参加し，病診連携の橋渡し役

として症例の紹介や医学的助言などを行ってい

る。メンバー外のケアマネジャー・ヘルパー・管

理栄養士・訪問看護師・歯科医師など多職種との

連携も有機的に展開している 4）（図 2）。2007年 9

月現在，人口 45万人の長崎市全域と近郊から計

121名の医師が参加している（主治医，副主治医

として往診を行う「連携医」が 65名，眼科，皮

膚科など専門性の高い医師および遠隔地から趣旨

に賛同して参加する「協力医」27 名，「病院医

師」29名）。

2006年 11月までで，病院側から事務局に主治

医の斡旋を依頼された症例は 115例（がん 63例，

がん以外 52例）であった。追跡調査できた 107

例中 71例が死亡していたが，在宅死は 26例で全
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死亡の 37 ％に及んだ（2006 年の人口動態統計

上，全国での自宅死の割合は，全死亡の 12.2％

である）。主治医決定までに要した時間は平均

0.87日と短時間であり，2日未満が 83％にのぼ

り，迅速な対応が可能であった。図 3に，最終的

な療養場所別の平均在宅日数を示した。すなわ

ち，入院から在宅に移行し最後まで在宅で過ごし

亡くなった症例では，平均 58.7日の在宅療養を

実現した。また，最終的な療養場所が病院の症例

（在宅移行後，再入院して病院で亡くなった症例）

でも，平均 67.0日の在宅期間を実現した。

従来なら，かりつけ医がいない症例については

在宅療養ができなかったであろうが，最終的な死

亡場所を問わず 2カ月前後の在宅生活が実現でき

たのは，われわれの存在があったからこそと，自

負している。また，アンケート調査では，主治医

にとって副主治医の存在が，在宅医療で重症をか

かえる際に避けがたい肉体的・精神的な重圧の軽

減に大きな効果があるなどの利点も明らかとなっ

た。

2006年 7月～ 2007年 6月の期間における在宅

療養支援診療所での在宅看取り数は，全国で

27,072人であった（在宅＝自宅 21,724人＋施設

5,348人）。1診療所あたりの在宅看取り数の全国

平均は 2.77で，長崎県は 1.36と最下位から 5番

目の低さであった（読売新聞東京本社社会保障部

提供）。一方，Dr.ネットメンバーを独自に調査し

たところ，同期間での看取り数の平均は 3.04で

あった。全国では，平均看取り数 2 以下が

63.2％，長崎県では 71.1％を占めるなかで，Dr.

ネットによる診診連携が，在宅看取りに寄与でき

る可能性を示唆している。

がん緩和ケアにおけるあるべき姿は，オースト

ラリアのホスピス三角形に示されるように，在宅

ケア，ホスピス・緩和ケア病棟，病院の三者が連

携を行い，患者さんが望む最適の場所でケアを受

け，サービス間の移行がスムーズであることであ

る（図 4）。長崎市では，Dr.ネットの存在により，

在宅ケアのなかでの連携が有機的に成功し，か

つ，病院やホスピス・緩和ケア病棟から在宅への

移行もスムーズである。
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2007年春より，Dr.ネットメンバーのなかで世

話人の医師とその診療所勤務の看護師が長崎大学

緩和ケアカンファランスに定期的に参加するよう

がん診療連携拠点病院の緩和ケアカン
ファランスに診療所医師が参加

になった。きっかけは，メンバーのひとりの医師

が自発的にカンファランスに参加し，在宅移行の

実績を上げていたからであった。これにより，下

記の結果を得ることができた。

①診療所医師は，最新の緩和医療の知見をわか

りやすく解説するミニレクチャー，症例提示から

多くを学び取ることができた。

②大学スタッフも，診療所医師からの発言で，

在宅の視点を得ることが可能となり，在宅移行に

つながるケースが出てきた。

後述の「緩和ケア普及のための地域プロジェク

ト」への参加が決まったのちは，同プロジェクト

に関与する看護師 3名，中核となる診療所医師 3

名で分担を決めて，市内 3つのがん診療連携拠点

病院（長崎大学，長崎市立市民病院，日赤長崎原

爆病院）の緩和ケアカンファランスに定期的に出

席するようになった。

厚生労働省は，2007年度 厚生労働科学研究費

補助金 第 3次対がん総合戦略研究事業「緩和ケ

アプログラムによる地域介入研究」の地域公募

を，2007年 4月に行い，長崎市は長崎市医師会

「緩和ケア普及のための地域プロジェク
ト」について



図　3　最終的な療養場所別の在宅平均日数 
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を中心とした介入地域に選ばれた 5）。この研究の

目的は，日本に合う緩和ケアの地域モデルをつく

ることで，3年間の介入で，患者による苦痛緩和

の評価の改善，遺族による苦痛緩和の評価の改

善，緩和ケア利用数の増加，死亡場所が患者の希

望に沿う変化をするかを評価する。

具体的には，各地域に設置したがん緩和サポー

トセンター（長崎では長崎市医師会に「長崎がん

相談支援センター」を設置）を中心に以下のこと

を行う。

1）緩和ケアの標準化：標準化したマニュアル

を作成し，地域の病院医師，在宅医，看護師，薬

剤師などの医療従事者に普及させる。

2）地域連携の強化：地域緩和ケアの包括的コ

ーディネーションとして，緩和ケアに関する地域

の相談支援，カンファランス主催などを行う。

3）専門サービスの利用の便の向上：「地域緩和

ケアチーム」を組織し，緩和ケア専門家によるコ

ンサルテーション，出張診療およびケアの提供を

行う。

4）市民への情報提供：がん患者・家族，地域

住民への情報提供を，緩和ケアに関する図書 100

冊や，説明の冊子，リーフレットの配布，講演会

開催などを通して行う。

5）一時入院・症状緩和できる施設の提供。

これらのプロジェクトの成果が，がん対策基本

計画で謳われる緩和ケアの普及のモデルになるも

のと注目される。さらに，他地区ががん診療拠点

病院などの病院からの介入を行うのと異なり，長

崎は地区医師会である長崎市医師会からのアプロ

ーチとなり，在宅医療の現場に近い立場からのア

プローチを行うことで，成果が期待される。

2008年の 3月で，Dr.ネットの結成から 5年が

経過することになる。今までに前例のない近隣の

開業医同士の連携である。結成初期の段階で，ま

ず，患者さんの取り合いにならないように，参加

するメンバー間で覚書を取り交わした。すなわ

ち，副主治医として一時的に診察した患者は，必

ず従来の主治医に戻すことを明文化した。これが

ネットワーク構築のカギ

奏功したのか，これまでに患者さんの取り合いに

つながるようなトラブルは起こっていない。

結成初期には，メーリングリスト上で，病院か

ら紹介された症例の主治医決めのみならず，医療

相談のメール，雑談的な楽しいメール，読むだけ

で役に立つメールなど，さまざまなメールを織り

交ぜて，文字通り医局での会話のような雰囲気づ

くりに務めた。現在は，多くのメンバーが自発的

に情報発信するようになり，活発な意見交換が行

われている。

また初期の 1年間は，事務局を務める筆者が症

例の主治医斡旋まで行っていたが，2004年春か

らは，地区別に決めた 5人のコーディネータが主

治医決めに尽力してくれて，事務局の負担の分散

が実現した。さらに，組織のまとめ役としての世

話人会が 11人で組織され，皆で相談しながら組

織を運用してきた。

マイナートラブルは少なからずあったが，世話

人会での和気藹々とした雰囲気の中での互助的運

用が，Dr.ネット全体の雰囲気に波及して，ここ

まで順調に運営することができたのであろうと思

う。他地区で新たに組織を立ち上げようとする場

合の秘訣は，やはり，コアとなる仲間づくりに尽

きるであろう。長崎市近郊でのわれわれの連携の

実践を参考として，長崎県では大村市，諫早市，

他県では京都市，熊本市でも同様のネットワーク

が構築された。今後の発展を大いに期待したい。

一方，病院から在宅へ移行する症例の更なる増

加のためには，退院支援・調整の普及・整備が必

要不可欠である。京都大学では，入院時スクリー

ニングシートで，退院支援の必要な患者を入院早

期から把握することで，在宅移行に大きな成果を

あげている 6）。今後，在宅医療の推進には，この

ような早期からの系統だった退院支援・退院調整

が肝要である。

今後，独居生活者が増加し，従来の地縁・血縁

に頼った自宅での介護力の確保はますます困難に

なると思われ，多様な在宅の場の確保も，満足度

の高い療養や看取りの場所として必要不可欠にな

ると思われる。

そして，「緩和ケア普及のための地域プロジェ

クト」への参加を契機として，長崎の地域ケア連
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携の大いなる促進が期待される。

Dr.ネットは，これまでと同様の医師同士の和

気藹々とした連携，医師と医師以外の職種を越え

た交流・連携を信条として，今後も大きく躍進し

ていく所存である。筆者が多くの仲間とともに関

わらせていただいている，近代医学発祥の長崎か

らの新たなる発信が，日本の地域医療連携を変え

る一粒の種になり，将来大きな花が咲けば望外の

喜びである。
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